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令和７年度１２月追加補正予算（第９号）の概要 
令和７年１２月 

名 取 市 

■ 一般会計（第９号） 

○ 人事院勧告に準じる改定分等として、職員等の人件費について補正予算措置を講じ

た。 

 

〇米を始めとした食料品等の価格高騰対策として、1世帯あたり10,000円分のなとりコイ

ンを配布する物価高騰対策支援事業等に要する費用について補正予算措置を講じた。 

 

〇物価高騰対策として、水道料金減免事業に要する費用について補正予算措置を講じ

た。 

 

○ 補正措置により予算規模は下記のとおりとなる。 

区分 補正前 補正額 補正後 

一般会計 38,564,187 千円 1,098,788 千円 39,662,975 千円 

○  補正措置の財源は、国庫支出金（859,708千円）、県支出金（24,955千円）、繰入金

（214,125千円）により措置した。 

 

＜主な事業＞ 

 

１ 総務費 

  事業等の名称 
補正額 

（千円） 
備   考 

物価高騰対策支援事業 379,636  

 

２ 衛生費 

  事業等の名称 
補正額 

（千円） 
備   考 

水道事業会計繰出金 238,890  

 

■ 介護保険特別会計（第４号） 

 

〇人事院勧告に準じる改定分として、職員等の人件費について補正予算措置を講じた。 

 

〇補正予算により予算規模は下記のとおりとなる。 

区 分 補正前 補正額 補正後 

介 護 保 険 

特 別 会 計 
6,963,485 千円 340 千円 6,963,825 千円 



‐2‐ 

 

■ 水道事業会計（第２号） 

○ 職員等の人件費について精査を行うとともに、水道料金減免事業に要する費用につ

いて補正予算措置を講じた。 

○ 補正予算により予算規模は下記のとおりとなる。(支出予算) 

区 分 補正前 補正額 補正後 

水道事業会計 3,269,310 千円 △14,608 千円 3,254,702 千円 

 

■ 下水道事業会計（第４号） 

○ 職員等の人件費について精査を行った。 

○ 補正予算により予算規模は下記のとおりとなる。(支出予算) 

区 分 補正前 補正額 補正後 

下水道事業会計 5,367,468 千円 △232 千円 5,367,236 千円 

 



（単位：千円）

現計予算額
構成率

％
１２月追加補正予算額

（第９号） 計
構成率

％

13,396,406 34.7 13,396,406 33.8

299,000 0.8 299,000 0.8

6,500 0.0 6,500 0.0

45,000 0.1 45,000 0.1

20,000 0.1 20,000 0.1

200,000 0.5 200,000 0.5

2,188,000 5.7 2,188,000 5.5

35,000 0.1 35,000 0.1

37,000 0.1 37,000 0.1

119,125 0.3 119,125 0.3

3,749,192 9.7 3,749,192 9.5

12,000 0.0 12,000 0.0

186,827 0.5 186,827 0.5

512,853 1.3 512,853 1.3

7,828,826 20.3 859,708 8,688,534 21.9

3,025,117 7.8 24,955 3,050,072 7.7

208,134 0.5 208,134 0.5

332,000 0.9 332,000 0.8

2,037,223 5.3 214,125 2,251,348 5.7

207,815 0.5 207,815 0.5

897,369 2.3 897,369 2.3

3,220,800 8.5 3,220,800 8.2

38,564,187 100.0 1,098,788 39,662,975 100.2

6,822,088 - 6,822,088 -

211,608 - 211,608 -

188,471 - 188,471 -

6,963,485 - 340 6,963,825 -

1,025,236 - 1,025,236 -

185 - 185 -

1,794,149 - 1,794,149 -

水 道 事 業 会 計 2,882,715 - △ 1,110 2,881,605 -

下 水 道 事 業 会 計 4,523,241 - △ 1,248 4,521,993 -

24,411,178 - △ 2,018 24,409,160 -

62,996,757 - 1,096,770 64,093,527 -

60,434,452 - 858,739 61,293,191 -

※計数は端数において四捨五入を行っているため、内訳と合計が一致しない場合がある。
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■　令和７年度歳入予算款別一覧（１２月追加補正（第９号）後）

特
　
別
　
会
　
計

一 般 会 計 合 計

特 別 会 計 合 計

総　　　　　　計

純　　　　　　計

項　　目

一
　
般
　
会
　
計

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

公営企業
会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

土 地 取 得 特 別 会 計

休 日 夜 間 急 患 セ ン タ ー 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計
被 災 市 街 地 復 興 土 地 区 画
整 理 事 業 特 別 会 計

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料



（単位：千円）

現計予算額
構成率

％
１２月追加補正予算額

（第９号） 計
構成率

％

253,352 0.7 5,137 258,489 0.7

3,996,017 10.4 453,464 4,449,481 11.1

15,399,365 39.9 300,584 15,699,949 39.6

2,572,335 6.7 240,763 2,813,098 7.0

28,744 0.1 28,744 0.1

480,551 1.2 24,269 504,820 1.3

879,700 2.3 1,570 881,270 2.2

4,564,760 11.8 25,016 4,589,776 11.6

2,289,362 5.9 58,139 2,347,501 5.9

5,388,559 14.0 △ 10,154 5,378,405 13.6

2 0.0 2 0.0

2,678,013 6.9 2,678,013 6.8

23,427 0.1 23,427 0.1

10,000 0.0 10,000 0.0

38,564,187 100.0 1,098,788 39,662,975 100.0

6,822,088 - 6,822,088 -

211,608 - 211,608 -

188,471 - 188,471 -

6,963,485 - 340 6,963,825 -

1,025,236 - 1,025,236 -

185 - 185 -

1,794,149 - 1,794,149 -

水 道 事 業 会 計 3,269,310 - △ 14,608 3,254,702 -

下 水 道 事 業 会 計 5,367,468 - △ 232 5,367,236 -

25,642,000 - △ 14,500 25,627,500 -

64,206,187 - 1,084,288 65,290,475 -

61,643,882 - 846,257 62,490,139 -

※計数は端数において四捨五入を行っているため、内訳と合計が一致しない場合がある。

総　　　　　　計

純　　　　　　計
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■　令和７年度歳出予算款別一覧（１２月追加補正（第９号）後）

項　　目

一
　
般
　
会
　
計

一 般 会 計 合 計

特
　
別
　
会
　
計

公営企業
会 計

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

被 災 市 街 地 復 興 土 地 区 画
整 理 事 業 特 別 会 計

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計

特 別 会 計 合 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

土 地 取 得 特 別 会 計

休日夜間 急患 セ ン ター 特別 会計

介 護 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計


